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援助と「財政自主権」

坂井昭夫

I 援助と「財政自主権」

第二次大戦と所謂「全般的危機第二段階」の到来は資本主義各国財政の在り

方に深甚な影響を及ぼし，その基調に幾多の顕著な変化を生み出した。継続的

経費膨脹と大衆課税の進展，財政投融資の拡大及びその機構的整備，予算の軍

事化等々，変化の程は枚挙にいとまがない。だが，従来の財政学はそうした変

化の中でもひときわ重要な新しい傾向の存在を看過してきた一一或いはその存

在に気付きながらもその意味内容にま E立ち入って考察することもなし、ままに

放置してきた。ニの事実上ic五れられてきた新傾向とは，一国財政がもはやその

国境内にとどまってレるものではなくなり不断にそれを突き破り国際的規模で

展開されるものへと成長転イじを遂げているということであり，またそれを基軸

に各国財政相主間に〔発達した資本主義国相互の閏に於いてでさえ〉或る種の支血

・従属関係、が形成され「財政自主権」に係わる重大な問題が現実に提起されて

いるというと左である。

財政の国際化現象について言えば，最も大規模な国際化を示したのはアメリ

カ財政であり，それは殊に六戦中及び戦後過渡期には殆ど独演者とも言うべき

位置に置かれていた。アメリカの場合，大戦中には英ソ等に武器貸与を与え，

戦後過渡期には各種の占領地援助，対仏対芙借款，仏伊塊への中間援助，西欧16

カ国に対するマーシャル援助等を実施しているが，それらはすべて国家財政を

動員して行われたものであり，財政国際化の顕著な事例をなしている。アメリ

カ以外の主要資本主義諸国も遥かに小規模ながら後進国開発援助に財政資金を

振 b向けているが噌こうした各国の援助政策の展開に加えて UNRRA，IMF， 
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IBRD等の加盟各国の財政資金を基僻とする国際経済機関の設置と活動も財政

国際化の重要な一類型として把握しなければならないことは言うまでもない1)。

財政国際化の進展過程は一国の財政・経済が他国のそれとの聞に従前には見

られなかったような緊密な関係を取り結んでいく過程でもあり，そこから必然

的に財政自主権に係わる重大な問題が喚起されて〈ることになる。

今，或る国がその財政資金を三国間政府援助の形で支出する場合を想定して

みよう。その場合，援助を受け入れる側の固の財政は好むと好まざるとにかか

わらずーっの質的変化を起こすことになる。即ち，それ以前は自国単独の力で

財政資金調達がなされてきたのに援助受け入れと同時にその財政の一部が援助

国の財政資金に担われる ζとになってLまうという変化がそれである。その結

果，被援助圏財政は多かれ少なかれ援助国財政・経済の動向に影響されること

を免れず，その安定性を不断にこの側面から揺り動かされる ζ とになってしま

う。勿論，その度合いの程は援助の形態や額を随意に変動させうる場合と然ら

ざる場合とでは大きな懸隔があるし，また援助の使途を決定する権限がいずれ

の手にあるのか等々の事情によっても大いに違ってくるのであるが，如何なる

場合を考えようと被援助国が援助を必要とする限り援助国の「顔色」を伺いつ

つその財政を遂行しなければならな〈なるという本質的な点は変わらない。こ

れは被援助国財政が免れることのできない宿命である。

だがそればかりではない。援助国は必ず援助に被援助国の経済上の行動の自

由を直接的に規制する「ひも」を絡ませてくる。そのために被援助圏は例外な

く援助と引き替えに何らかの形で「経済主権」を侵害されることになり，そこ

から財政運営に関しても公然隠然の規制要因を抱え込む結果が生じてくる。尤

も，援助の「ひも」が固により時期により多岐にわたっているのに応じて被援

助国の蒙る経済面での束縛の度や態様も一律ではなしその財政への影響にも

非常な差異がある。例えばアメ!リカの援助について見れば，占領地援助の場合

は被援助国から経済の管理権を全面的に剥奪し財政自主権も完全に放棄を余儀

1) 鈴木武雄武田隆夫編「財政学」青林書院.1956.第41項.
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たくさせているが，戦勝同に対する援助の場合は決してそうではない。だが同

じ戦勝国向け援助ではあっても，対仏借款の条件が予算均衡の達成という点に

あったのに対英借款の場合にはポγ ドの自由突換が求められたということにも

見られるように「ひも」の内容がそれぞれ異なっており，自ら被援助国の受け

る財政面での制約にもかなりの差が出て〈ることになるぺ 勿諭そうは言って

も，被援助国が自らの一存で経済政策を決する自由を「ひも」の効力によって

大幅に制限され財政面でも自由な行動がとれないようになるという点はすべて

に共i面こ言いうることである。

さらに今一つ留意すべきことは，援助が上記の二点からして被援助国の財

政・経済を不安定ならLめまたその動向を規制することによって被援助国の

「自立」を促すどころか逆に援助国への依存を深めさせ新たな援助要請に駆り

立てるという性質を持っているという ζ と己ある。そして，援助要請を繰り返

す中で被援助国は一層その経済主権白制限を受けるのであり，そうした一連の

過程を経る中で財政に関しても種々の外的規制がより強〈より多〈入り込み当

該国の自由意志のみに基〈運営は次第に困難の度を加えていくのである。

一国財政の動向がそれを取り巻〈国際的環境に影響されるということは多か

れ少なかれいつの場合にも言いうるととである。だが，一国が国際的経済関係

の変化に即応してまたそれを積極的に自らの有利な方向に翠くためにその財政

を縦横に駆使する場合と，国際的経済関係によって財政の自由な活用を制限さ

れる場合とでは明確な質的相違がある。後者は財政自主権への制約に係わる問

題である。そLて今問題になっているのはこの後者である。尚，これまで便宜

上二国間政府援助に限って述べてきたが，多国的な国際経済機関を通じる援助

であってもその本質は殆ど同一である。但し，小論では国際経済機関に関する

考察は一応対象外に置ーくことにする。

以上に財政国際化と財政自主権の問題を援助の役割と機能の中にど〈一般的

な形で述べたのだが，従来の財政学には援助を財政の国際化現象として把握す

2) 嬉野満洲雄「ヨーロツハ経済論」三笠書房， 1951， pp. 34-35， 
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ると L、う視角は殆どなしましてそれと表裏しての財政面での国際的相互関係

より正確には支配・従属関係の形成とその意味にまで論及したものに至っ

ては遺憾ながら絶無だと言うしかない。何故にそうしたことになったのかは他

の機会に述べたので詳しく繰り返すことはLないが，一言で言えば，それは従

来の財政学の方決そのものが財政をー閏だけの封鎖的体系主把えその中では管

理権は恰も自然的属性であるかの如〈に当該国の手にあることを暗黙の中に前

提しそのことに徴塵の疑いもさしはさまないものであったことの必然的結果で

あるお。

財政自主権に関する考察に最大の貢献をなして然るべき財政学がその責務を

全〈果たしていないことは上述の通りであるが，これまで援助に関する諸問題

の解明に中心的役割を果たしてきた国際経済論や現代帝国主義論等の分野の研

究にもこの問題に真正面から切り込んでいるものは見当たらず，それがそう L

た分野の研究の一大弱点をなしている現状である。先に一国財政が国際経済関

係に直接間接の規定を受けるということを述べたが，財政自主権に7対する軽視

ないし無理解のあるところでは一国の国際的地位の十全な解明など期待できな

いということもまた疑いえない真実である。何故なら，財政はその管理権が当

該国によって掌握されている場合には有効な国際競争手段を提供する母体と L

て絶大な機能を果たすのに然らざる場合にはその能カを大きく減殺されるので

あり，管理権の所在の如何がその固の園際的地位を左右する強力な作用を無視

することは断じて許されないことだからである。援助が援助国にと勺て被援助

国の自由意忘に基〈経済行動を抑える「足伽」をはめるための「餌」であ勺た

ということは，その実質的な内容からすれば援助国が援助を急先鋒に被援助国

の手から国際競争手段を奪う攻撃の火の手をあげたということであり，財政自

主権をめぐって時に華々し〈関われ時に秘かに進行した攻防戦もそうした国際

競争手段争奪戦の一環として，それも単なる小ぜり合いというのではな〈被援

功固にとってはその「生死に係わる藍壕戦」という意味を持つものとして位置

3) 拙稿，イギリスの戦時財政ヘ白移行とそり背景， r経済論叢」第103巻第6号，第l節。
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づけられなければ仕らないものであるの。

財政自主権という問題の惹起されてくる所以及びその意味するところを上に

明らかにしたわけであるが，今少し事態を具体的に見る意味で次節に好個の典

型例をなしている1940年代の英米国際的財政関係を取り上げ，アメリカの援助

がイギリスの財政自主権を如何に侵害したのか，またその故にイギリスの国際

的地位説中対米関係に如何なる変化が持ち込まれることになったのかを概観し

てみると主にしよう。

11 具体的検証 1940年代に於けるアメリ力の対英援

助とイギリスの「財政自主権」

イギリスは1940年代に三種の援助一一武器貸与，米英金融協定に基く 37.5億

ドノレの借款，マーシャノレ援助一ーを次々にアメリカから獲得している。それら

はイギリスが大戦を闘う過程でまた戦後復興を進める途上で遭遇した対外決済

手段ドノレの払底所謂ドノレ不足を緩和するために呼び出されたものであり，イギ

リスが自らを帝国主義国として維持強化しようとする限り如何なる犠牲を支払

ってでも手に入れなければならない性質りも白であった。だがそれらのおかげ

でイギリ λ が首尾良< r宜立」できたかといえば決してそうではなかった。そ

4) これまでのところでは桂済学がかつτ一度も財政自主権自問題に目を向けなかったかのような
取り扱いをしてきたが， ζれは正確に言うなら必ずしもEし〈ない。 F.ListのDas1叫 tionale
b 山 mder politischen O.如nomie，l叫 1.r政治経詩学白国民的体系」動草書房は関税という財
政手段を国際競争手段と見てそり点から関税自主権というも申に大きな関心を向げているし，そ
の後申ドイツ財政学もそり国家生産力説田立場からこりF.List白視角を受け継いでいる。但し，
そうした立場は後発資本主義国ドイツを先発資本主義との闘争に敗北させないことを狙いとす
るものであったにすぎず，ドイツ自身が先進国の件間入りをし「自由競争」を自らの得置と見なす
ようになる中で財政自主権の理論として確立されないままに消え去っていく運命を辿るしかな
いものであった。狙占資本主韓段階嫌に全艦的危機00時代に入ると，後進国は先進国に対し為替
ダンピングによって競争を有利化することを考え事実そうした道を積極的に追求するようになっ
ている。こ白段踊でイギリスは自らの植民地常国としτの地位を守る方粛を考えなければならな
くなったのであるが，そ0理論的表現が J.M. Keynesの lndianCurrency and Finance 
CLondon， 1913)でありその佳の諸著作であった。それは後進国が単独で為替管理を行うこと主
許さずイギリスの集中管理を確立し，またそれを通じて後進国の財政管理をも実現しようという
植民地抑圧理論であり，そもそも披抑圧固の財政自主構去々など歯牙にもかけないものであ勺た
と同時にイギリスの財政自主権が侵害されることなど夢想だにしないものであったロだがこの理
請が経済学を占拠したそ0時に，皮肉なことにイギリスの財政自主権がアメリヵによって畳害さ
れ始める。それも J.M. Keynesの提起した方策を逆手に取られた形でe こうした諸点につい
ては rr財政自主権』の理論的諸問題」と題して近日中により詳しい考察を試みる予定でいる。
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れどころか，イギリスは援助を受けたが故に有力な国際競争手段を剥奪されま

たその故に破産に瀕し新しい援助主要請するとL、う過程を繰り返すことになり，

そーの中で次第にアメリカの世界支配体制に包摂されることに反践する力を弱め

る羽目になフたのである。第ーの援助武器貸与が次の援助渇望への前提条件を

成熟させまたそこに成立した第二の援助 37.5億ドル借款が第三の援助マーシャ

ル援助を呼び起こす動因となったという援助相互の内的連関性を明らかにして

始めて，イギリスが反援を繰り返しながらも援助を契機により強くアメリカの

手元にたぐり寄ぜられていった過程も浮彫になるのであるが，この課題は三種

の援助が三様にイギリス財政の自主権を侵害するも句であったことへの考察の

aないとごろでは充分な解明など望むべくもないものである。ただこのうち武器

貸与については既にそうした見地からの研究を行っているのでbう ことでは必

要な限りでの論点を結論的に示すにとどめることにしたい。またマーシャノレ援

助に関しても小論では殆ど触れる余裕はない。

具体的な論述に入る前に，従来の研究がこうした課題にどのような態度で臨

んできたのかを一瞥しておこう。前節で一般的な形で述べたことは1940年代の

イギリスを扱った諸著作にも完全に妥当する。 U.K. Hicks (j) British Public 

Finance (Oxford， 1958)やG.D.N.Worswick& P. H. Ady編の TheBritish 

Eeonmη'Y， 1945-1950 (Oxford， 1952)等が財政学分野での代表的文献であるが，

それらには財政自主権云々といった発想などおよそ何処にもない。否それどこ

ろか，それらはイギリス財政の動向が国際的環境就中対米経済戦の経過と帰趨

に絶えず影響されていたという紛れもない現実すらをも無視し，そうして財政

研究から間際経済関係全徹底的に締め出してしまった上で福祉国家への前進を

説くに好都合な事実のみを拾い上げそれをすべて財政の栄誉に帰するというこ

とを臆面もな〈やってのけている。そうした一面的な体系から我々の当面の問

題の解明に資する有効な示唆を引き出すことは「潟水にわさびを求める」より

5) 拙稿，アメリカの対英政荒田転換とイギリスに於ける財政・通貨危機経済論叢」第四4巷
第 l号。
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尚困難巴あろう。

他の諸分野での研究にあっても財政自主権は全く論議の対象とされていなし、。

J. Eatoll.の ECOl101nt"csof Peace and Wa; くLodnon，1953)は戦後のアメリカ

の対笑援助がイギリスを救済するどころか逆に一層深刻な窮状へと導いたこと

を鋭〈暴露した白眉の良書であるが，財政自主権についての考察がないために

援助を基軸とするイギリスの地位低下の模様もその程度も暖味な形でしか摘出

で舎ないという欠陥を尚残している。 J.Eaton以外の大多数のものは， R.N 

Gardner， Sterling-Dollar D似0'加の (Oxford，19臼)やR.F. Harrod， The 

Life ofゐhnMaynard Keynes (London， 1951)に代表されるように，援助取

り決めの際の英米の意見の対立とその妥協の過程については侯舌すぎるほど多

くを語りながらそれがイギリスにとって持つ意味にメスを入れることは極力回

避し，実質的には援助の思恵的性格のみを語りつまるところアメリカの「気前

の良さ」を称えるだけに終っている。それらには J.Eatonに見られたような

鋭角的な視角はなく逆に欠陥の方はより鮮明に現われているのであるが，その

意味では労働党の理論的指導者達の手になる諸著作， 例えば G.D. N. Cole， 

Money (London， 1947)や c.A. R. Crosland， Britain' s Economic Problem 

(London， 1953)といったものも同じ責めを負うべきものである。

(1) 武器貸与に関して

イギリ λ は1939年の対独開戦以来アメリカからの輸入激増の故に決済手段を

急速に失い，翌40年には支払いのメドすら立たぬままに対米軍需発注を強行せ

ざるをえないところにまで追い込まれているo この痛烈なドル不足がイギリス

をアメリカに対する援助要請へと駆り立てアメリカを41年に武需貸与開始へと

動かした。

武器貸与は「ひも」付き援助であった。この「ひも」とはイギリスが戦後ア

メリカの世界政策=貿易・為替自由化政策の忠実な共同遂行者となる旨を誓約

するということであり，これは44年にプレト y ・ウッズ協定(以下，プ協定)の

形で具体化された。イギリスは封鎖的通貨圏スターリ Y グ地域(以下，ス地域)
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の解体に同意させられたわけだが，但しここでは尚も IMF規約第14条「過渡期

条項」が最後の塁塁としてイギリスの手に確保されていた九

武器貸与は上の「ひも」を演しだと同時に，その遂行過程でイギリ λ が戦後

その「ひも」白現実的稼動主認めざる tえなくなるような条件をも培養した。

事の経緯は次項で明らかにするとして，ここでは武器貸与がイギリスり戦時ド

ノレ不足を緩和することによって却って戦後のドル不足激発への道を整備したこ

とをり取り敢えず確認しておこう。このメカニスムは財政自主権との係わりで

見た場合にのみ解明される。

武器貸与によって必要な輸入を保証されるととになったおかげで，イギリス

は輸出のための努力を放棄し総力を軍事作戦と戦時牛岸に捧げることができる

ようになった。 40年前半には尚戦前の90%水準にあった輸出が44年には草需品

を別にすると戦前の%を割るという輸出激減がその事実を裏付けているヘだ

が武器貸与はこうした輸出能力を犠牲にしての戦時体制樹立に道を開いたもの

の，その復元の方は断じて許さねものであった。戦争の帰趨が見えてくる中で

イギリスは産業再建の必要を痛感しそこで武器貸与増額を勝ち取ることによっ

て戦時体制緩和の条件を創出することを狙うのだが〔この場合財政を国防費白重荷

から解放し産業再建の武器として活用することに力点があった〕アメリカが正反対の

援助削減を打ち出してくるために，イギリスは否応な〈自国の軍需生産力増強

を行う羽目になり国防費も思いとは裏腹に却って増大する有様で，その結果産

業再建は絶望的に遅滞し輸出能力は潰滅状態を脱することもないままで終戦を

迎えることになってしまった。終戦時のイギリスの鉱工業生産高を見ると輸出

どよろか府需充足もかなわね程己あったし(石炭が37年の80%，銑鉄・合金鉄が84%，

綿糸は50%以下〉生産性の対米劣位も顕著でそれが輸出困難を倍化していたので

あるが8〉， この事態は上述のように必ずや武器貸与との関連で把握されなけれ

6) 原田三郎 lイギリス資本主義昭研究」日本評論社， 1949，第3篇II
7) W. Ashworth， A Short Histo叩 ofthe International &ono出少 since1850， S町 onded.， 
Lond叩， 1962， p. 258 

8) 江渡三郎「英国り賃金雇用および労働生産性」巌松堂書庖， 1944， pp. 34， 195-97 
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ばならないものである。

復興資材，食糧等のアメリカからの輸入が喫緊事となっτいるその時に輸出

能力の方はこうした状態にあったのだから武器貸与が停止されるとドノレ不足が

顕在化することは明らかで，イギリスもこの点に最大の関心を寄せ戦時中から

執劫に戦後混乱期を脱するまで同援助を継続させるようアメリカに対して懇請

を繰り返していたロイギリスはアメリカにそう Lた形で依存しつつス地域ほ「過

渡期条項」を準拠に維持L続け自らはその中に立て簡も勺て間際競争力育成に

努めるという胸算用をしていたのであり，またアメリカがそれを容認すること

を信じて疑わなかったようである。その確信の根拠たるや実のところアメリカ

の援助なしに緒戦を闘ったイギリスの負担に対する妥当な相殺としてアメリカ

がイギリスの要求を容れるだろうという全くの希望的観測だけだったのである

古~9)。

だが，為替管理を縦横に駆使しつつ「かね」だけはアメリカの「かね」を当て

にしそれを踏み台にアメリカに措抗する帝国主義国という戦前の地位復活を狙

うイギりスドニ何故にアメリカが手を貸す筈があろうか。アメリカは戦後 1週間

を待たずして武器貸与停止を宣言した。 iこれはどうじたことか。信じられぬ。

アメリカのラジオは，武器貸与は完全に停止 との発表を伝えているで

はないか」瑚というR.F. Harrod の言葉はイギリ λの落胆と呪岨の芦である。

この武器貸与停止を契機に懸念されていたドノレ不足が俄かに進行するのだが，

困みに援助停止直後の 1週間の輸入は年率にして2口億ポンドであったのに輸出

の方は 8億ポγ ド水準で早くも急速なドルの流出が始まっているm

(2) 米英金融協定に関して

ドノレ不足の第二撃はイギリスが胸に抱いていた復興のコースが幻想以外の何

物でもなかったととをはっき担左示し，イギリ Aに向力で過選期を乗り切る道

的 G.D. H. Cole， Money， 1ρndon， 1947， p. 319 
10) R. F. H町 rod.The Life of John 1¥.品開ardKeynes， 1λ:mdon， 1951，邦訳「ケイ γズ伝」

(下).買拝経済新報企士， 1967， p. 654 
11) A. T Youngson， Bn"ta晴山丘ゐr:onomicGr皿 vth1920-1966， Second edリ London，1968. 

p. 161 
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を真剣に模索することの必要を痛感させた。このイギリスり努力は為替管理を

広汎に残しポγ ドの国際性はむしろ意図的に制限しつつ赤字財政を進めていく

という形で，即ちU.K. Hicksの表現によれば仁封鎖経済に現金を詰め込むJt2}

方式として現われてくる ζ とになったのだが，まず最初にその点在見ておこう。

イギリスにとっての最大の目標は輸出振興であった。だがそのためには輸出

の基盤をなす鉱工業の再建が先決であり，その故に政府は事ある毎に「生産闘

争」を訴えると共に経済参謀木部中生産能率局といった生産増大世指導する行

政機構の整備を急いだ。また綿紡中羊毛製品等の伝統的輸出産業部門にそれぞ

れ労使に専門家を加えた三者構成の「働く会JCWorking Party)を作らせ生産増

強法を協議させるということもなされたが，何と言ってもこの面での「真打ち」

は補給金政策と重要産業国有化政策であった冊。 この二つは，国家が前面に立

って鉱工業独占体の採算条件を直接的に再整備してやりまた近代化資金をふん

だんに流し込んでやることによってそれらを経営危機から引き上げ近代化によ

る再建を行わせ以て国際競争力強化を達成させるという使命を担って登場した

ものであり，輸出振興が火急の課題となればなるほどより早くより強〈遂行さ

れなければならない性質のものであった問。

そうした園内での努力と並んで，ス地域維持にも多大の熱意が示された。イ

ギリスは大戦時には同地域で封鎖ポy ドによる一方的買い付けを強行すると共

にドル・プ ノレ制によってス地填全体の金.r'，レの集中的管理を行ったのであ

るが， この形を継続させればドノレ不足緩和にλいに役立つことは明白であった。

ただλ 地域では反英民族解放闘争が大戦末期から至る所で昂揚を見せており，

イギリスとてこれに 定の配慮を行わないわけにはいかないとL、う事情がそと

にあったことを忘れてはならなL、向。問題は 126億ドルのポY ド残高(その舎が

12) U. K. Hicks， British Public Finance. Oxford， 1958，邦訳「イギリス財政史」東洋桂済新
報社， 1961， p. 200. 

13) 歩識者「詞査月報」第35巻第8号眠 pp.399-405 
14) 時子山常三郎編「主要諸国の戦後財政」東洋経済新報社.195也第4章。
15) 金融制度調査会「イギリスの金融制度J，日本評論新社， 1959，第2章第2節 2;岡倉占;t~r5国

際政治論集 (3)I植民地主義と民族解放運動」動車書房.1969.第 7章。
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ス地域保有さらにその過半がインド保有)聞 とり関連で理解されなければならない。

この残高を封鎖できなければ「無償輸出」の脅威に晒される ζ とは火士見るより

明らかで， そのために残高封鎖が第 義的重要事と考えられていたのであるが，

当時残高の大口保有国は戦時に敏寄せされた犠牲の大きさの故に反英闘争の主

戦場となっておりそこに残高封鎖という新しい犠牲を強要するとなるとそれら

諸国のλ地域脱退すら起と hかねない険悪な情勢であり，イギリスとしてはそ

れらに「あめJを与えて宥めつつ残高封鎖への同意を取り付けること者考える

以外に道はなかった。イギりスは幾つかの国についてトソレ・プ ノレからの引き

出し超にも目を膜っているが，それがイギリスの用意した「あめ」であった。

当面のドルの引き出し超は黙認しその恩恵を紳にス地域の外延確保を計ること

が最上策という判断があったのだと推量できる。勿諭そうは言っても域内国全

部に対してそうした配慮、がなされたというわけではなし反英闘争の低調な部

分に対してはポy ド残高の上積みによって原料，食糧を買い付けまたそれらの

手にあるドルは容赦な〈纂奪するということが引き続き行われている。だがこ

の部分とて反英闘争と無縁でありえよう筈はなしそれを見越したイギリスは

開発資金を提供するという形の先手を打っているヘ

以上のようなイギリスの方向は，各種補給金や国有化諸経費或いはス地域維

持のための軍事費及び開発費といった財政的裏付けなしには本米的に実効など

期待できないもりであった。しかも当時労働力不足が深刻でそれが生産増強を

達成する上でD ネックをなしているという状況があり，そりために労働力の育

成と流動化を計るための社会保障経費も大量に必要だったのであるから，財政

資金需要は全体左して歳入を大き〈越えざるをえず財政は戦時に引き続き大幅

赤字となっている〔第1表)。この事態は勿論財政の危機であった。だが今ここ

で注目したいのは，その危機がイギリスの意志によって選択されたという事実

である r予算の均衡をはかるべきか，或いは明確に理解される理由のために

16) E. Zupnick， Britair(s Post也 larDollar Problem， New York， 1957，. p. 35 
17) 蔵相 SirS. Crippsの1948年4月の予算揖説では， アフリカでのピ}ナッツ・プラン， アイ

νで0:養禽，クインスラン下での穀物生産と護服等が実例とし亡挙げられている。
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不足を招来すべきか。 ・ 技々は長い将来の利益を選ぶ。 予算の不足はか

かる点から理解さるべきである」との蔵相 H.Daltonの46年 4月予算演説明の

言葉の中に，復興りための比類なき武器として赤字財政を活用するという方向

(それは当然にポソ Yの国際性を犠牲にすることを暗黙の了解としていた〕 を明確に

看取することができる冊。 乙れは財政自主権に係わる重大な問題であるので特

に強調してお骨たい。

第 l表中臭政府歳出入 (100万ポンド〉

1946 1947 1948 1949 

直接税 1，867 1，668 1，820 2，044 

員量
間接税 1，290 1，485 1，720 1，675 

租税収入計 3，157 3，153 3，540 3，719 

入 財産収入他{固貴利子を控除) 506 -483 -411 375 

歳入計 2，651 2，670 3，129 3，344 

財貨 サーピスに対する経常支出 1，930 1，572 1，236 1，492 

補給金 339 416 519 498 

歳 個人所得勘定への移転

社会保障支払い 182 165 164 188 

その他 544 252 157 129 

出 f也の公共機関への移転 335 436 480 503 

資本勘定への移転 303 318 204 216 

歳出計 J 3，633 3，159 2，760 3，026 

経常勘定剰余 982 -489 369 318 

(注) White p，岬日開 NationalIncome and Exp叫 diture(1949)より作成

イギリスがドノレ不是の渦中で打ち出した「自力更生」の道は kのようなもの

であったが，皮肉なととに土の遣はそもそもからしてイギりエの独力で実現で

きるようなものではなくアメリカの救いの手を必要とするものであった。イギ

18) r世昇週報J時事通信社，草27巻， p.469 
19) A. C. L. Day， The Eヒ臼Z叩 'lIcsof Money， London， 195~， pp. 226-27 
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リスが7メリカの前に「物乞い」として脆かなければならなかった事情を次に

見ることにしよう。

第一に，如何に輸出増強が叫ばれ生産増強に力が入れられようとそれがドノレ

不足の即効薬たりうる筈はなく，当座のところ復興資材輸入のためにむしろド

ノレ不足が深化することは自明であった。さらに今一つの事情は，イギリスがス

地域確保のためになした配慮の放にドノレ・プーノレ制が全体としてみればイギリ

スからドノレを持ち出す方向に機能したということである(第2表)。また，ス地

域維持の諸経費〔第3表〉が46年には国際収支赤字額を越え翌47年にも赤字の

半分を占めていたことが第4表からわかるが，それもイギザスのアメリカに対

する援助要請を必然たらしめる重要な要因であった。 J.Eatonはこうした事態

を「古い帝国主義的構造を支え大資本の海外利権を如何なる犠牲を払ってでも

守ろうとする決意がイギリスを高利貸しアメリカの手に投げ込んだ。アメリカ

はイギリス資本が極東，中東，アフリカその他で帝国主義的支配を維持するた

めに呼び出されたのだ」聞とし寸言葉で要約している。

イギリスの援助要請に基いて45年 9月から英米金融会議が聞かれ両国間に援

助交接が持たれたのであるが，そこでの両国の思惑の激突は武器貸与の取り決

めの際に表面化した対立と抗争の直接的継続でありまたその新たな段階であっ

た。それぞれの思惑は次のようなもりてあった。イギリス 援助をくれなけ

れば自由化政策に協力しないという捨て身の桐喝によって援助主引き出す，援

第2表 海外スターリング地域 O~ ドノレ・プーノレへの貢献 (100万ドル〉

1946 1947 1948 1949 1950 

海外スターリJ グ地域独立諸国の対ドル地減収支 -427 -1，272 -469 -461 65 
海外スターリング旭域植毘地の ， ， 134 40 206 202 408 

海外スタ Vング地域のイギリスへの量売却 334 342 222 234 281 

海外スタ】リJグ地域のドルプルへの蔚献 41 -890 -41 25 754 

イギリスのドル赤字 -1，211 I二2，059ζ1，016I二1，093I -224 

(注) E， Zupnick， Bπ'taz'n's Postwar Dollar Problem. New York. 1957， p， 129より。
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第 3表海外関係歳出入 (IW万ポソド〉

1946 1947 1948 1949 

歳出
. 

軍事 374 209 113 110 

行政、外交等 20 25 34 37 

救済及び復興 123 118 31 20 

植民主制普与 10 7 10 16 

計 527 359 188 183 

歳入

軍需品処分等 164 129 96 35 

歳出超過 363 230 92 148 

(注) 圏際決算銀行編「スターリング地域」東洋経済新報社， 1!:l54， p.65より.

第 4表イギリスの経常国際収支 (100万ポンド〉

1946 1947 1948 1949 1950 

輸出入貿易 176 ~425 ~203 ~154 ~146 

貿易外収支

利子、手IJ潤、配当 71 80 76 78 121 

海運収入 29 33 76 82 120 

政府支払い ~363 ~230 ~92 148 139 

そのf也 95 ~3 117 148 297 

計 ~168 一120 117 160 404 

経常収支 ~344 一545 ~26 6 258 

(注〕 出所は第3表に同じ， p.65占り。

助は贈与か無利子借款の形で60億ドノレを要求する， 自由化義務は「過渡期条

項」を楯に実行を遷延し以て生産と市場を回復する時を稼く。アメリカ 援

助は利子付借款の形で額もイギリ旦の要求より小さくする，援助の「ひも」と

じて武器貸与の「ひも」の実質化(即ちプ協定批准と「過渡期」の短縮)という付

帯条件を絡ませる叫。

20) ]. Eaton， &01'叩miC5of Peac(' and War， London， 1952， p. 12 
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イギリ?，はドノレ不足の圧力のあるところでは結局アメリカの主張に屈するし

かなし か〈て45年12月に締結された米英金融協定 (FinancialAgreement bet 

ween the Governments of the United States and the United Kingdom)はイギリス

にとって苛酷な「ひも」付き借款を規定するところとなった。この協定によっ

てイギリ Aは 37剖宜ドノレの利子什借款や獲得したのであるが，その代償はプ協

定の批准でありさらに同協定の「過渡期」のたったの 1年への短縮に対する同

意であった印。金融協定はその第2条で借款の目的が「本協定及び他の協定の

規定する多角化義務の遂行を助ける」点にあることを明記し，以下の諸条項で

経常勘定のポY ドとポンド残高のドノレへの自由交換を協定発効後1年以内に実

施する義務をイギリスに課している。両国での批准を経てこの協定が発効した

ことによって，イギリスは47年 7月にはポYドの交換性回復を IMFの定める

レートで実施しなければならないことになった。為替レ ト決定権を IMFに

掌握されたためにイギリスはもはや為替ダY ピ/'ffを輸出の血路を開くために

利用することができなくな仇また金融協定によってス地域に立て寵もって競

争力培養に努める道をも期限付きで放棄しなければ・ならないことにされてしま

ったの己ある冊。イギリスの復興策は先述りようにその成否の鍵をアメリカに

預けるものであったりだが，アメリカの方はこのイギリスの窮状に刊行込んで

イギリァ、の通貨自主権を侵L而 Lてイギリスの手から通貨的手段士通じて国際

競争を有刺化する条件を大きく剥奪することを画策し，それに成功したのであ

る。

アメリカの借款はイギリスならびにス地域のドノレ不足を経和し， 46年にはイ

ギリスにその金・ドノレ準備を僅かながら充実害ぜている。{日じそれが傍い一場

の夢であったことも第5表，第6表の示すところであるが，その点は後に述べ

ることにする。またそれはイギリスの財政赤字の 大部分を (46年には十を〉カ

21) R N. Gardner， Sterling-Dollar Diploma叩， O.xford， 1956， Chapter X; G. D. N. Wo  
rswick & P. H. Ady(ed.)， The British &onomy 1945-1950， Oxford， 1952， Chap ter 
XXII; R. F. Harrod， ot. cit.， Chapter XIV 

22) G. D. H. Cole. o.ρcit.， p. 321 
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ミ し，その分だけイギリスの財政膨脹に力を貸した'"。イギリスとて赤字財

政がイ γフレ-'./<1-:/を随伴しそとから突換性回復の際にポンドに一定の困難

が牛まれることを懸念しなかったわけではないが，そのために赤字財政を押し

とどめようといった動きは殆ど見せていない。何故なら，赤字財政は既に述べ

たようにイギリスがその意図する復興策を推進してい〈場合の無二の武器だっ

たからであり，与えられた猶予期聞が短かければ短いだけ一層その重要さを増

すという性質のものだったからである。かくて，イギリスは赤字公債発行に援

助を加えそれに寄り掛かりつつ高度の財政活動水準を実現し以て所期の復興の

諸方策を押し進めることに全力を傾注したのである。

第 5表スタ リング地域のドル不足 (100万ドル〕

1946 1947 1948 1949 

イギリスの対ドル地域経常収支 -1，211 -2，059 -1，016 1，093 

。 • 資 本 収 支 83 -178 -267 -4 

海外スターリジグ地域のド Jレ収支 41 -890 -41 -25 

非ドル非スターリング地域へのドル支払い 183 -1，004 -317 293 

スタ ーリング地 域 の ド ル 赤 字 -904 -4; 131 ト1，642 -1，416 

(注) E. Zupnick， B;門 'tain's Post叩 'arDollar Pi町 blem，New. York， 195-7， p. 8より。

第 6表スターリング地域のドル赤字金融 (1叩万円レ〉

1946 1947 1948 1949 

アメリカの借款 600 2，850 300 
カ ナ ダの借款 523 423 52 116 

IMF から引き出し 240 60 

南 ア 金 f昔 主k 325 
マーシャ Jレ 援助 682 1，132 

金ードル準備から引き出し 220 617 223 168 

言十 904 4，131 1，642 1，416 

(注〉 山所は第5賓に同じ， p.9より。

23) Th， &加 omist，1945， 12， 8 
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第 7表 中央政府赤字とそり金融 (100万ポンド〉

1946 1948 1950 

経常勘定の剰余(+)と不足(ー〉 ー1，024 310 481 

連合王国内での借り入れ 802 629 52 

政府諸機関を通ずる金融 192 167 363 

海外からの受け入れ 442 420 110 

(注)U. K. Hiok.. rイギリス財政史」東洋経慣習野報社， 1961， p. 198より。

問題の日1947年 7月15日が到来しイギリ 1はポ γ ドの交換性回復古決行した

が，その試みは僅か5週間で10億ドノレのドノレ資金を喪失するという惨たんたる

失敗の中に終ってしまった。 47年は石炭危機と食糧不足とでイギリスのドル収

支が極度に悪化した年だがその赤字補嘆のために既に借款の過半が引き出され

ていたところに，交換性回復を機にス地域並びに西欧諸国の集中的換貨運動が

起こり文字通り飛ぶような勢いで借款が干上っていった過程が第B表に示され

ている。イギリスは必死の努力にもかかわらずポy ド残高封鎖に失敗しス地域

諸国が残高を取り崩してドルに替えるのを防げられなかったし，また西欧諸国

が対英輸入制限を行ってポY ド保有を殖やしそれをドノレに替えるのに対しても

何らの有効な反撃手段も持っておらず，唯々として換貨運動の「餌食」という

運命に従うしかなかったのであるが，それは世界的ドノレ不足が背景にある以上

避けがたい事態であった明。だが， このポY ドのドノレへの乗'9換えを促進し決

定的にした事情として，ボγ ドの実勢がイギリスのイ y プレーシ冨シを反映し

て公式相場を大きく下回っていたことを志れではならない。赤字財政と通貨膨

脹のために突換性回復の時点に於げるポγ ドは公式相場が 4.03ドルであったの

に実勢たるやユューヨーグ自由相場で見ると 2.80ドルの低水準にあり，そうし

た形でポンドに対して醸成されていた不信が各国の換貨運動に拍車をかけたと

見るべきであるへ しかもそれは借款を獲得するために通貨自主権への制限を

24) U. K Hicks，噌 Ctt.，邦訳.pp. 196~97 
目 &onomic品同り for1948; C. A. R. Crosland，晶也ain's&on尉才師 Proble明， London， 

1953， Chapter III; R. N. Gardner， op白t.，Chapter XVI 
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甘受したイギリスにとって避けられない陥葬であった。

第8表 アメリカの借款の引き出し状況 く100万 γル〕

西支イ払ギ半時いリ超でスのの 持リ忌タン十ス半4グfム地球同タ域でー包
のの西支

硬スのグ地他貨タ域でー支のリシ
の白純そ 言f

1946.7.15--12.31 850 -150 50 750 

1947.1.1 --6.30 1，300 270 60 1，630 

7.1--8.20 420 250 300 970 

計 2，570 370 410 3，350 

(主主) R. N. Gardner. Ste油 ng-DolJarDiplomacy， Oxforι1956， p. 317より@

(3) マーシャノレ援助に関して

アメリカの借款はその「ひも」の厳格な義務の故に，イギリエえを救うどころ

か却ってそれを破産へと追いやるものであった冊。彩しいドルの流出に狼狽し

たイギリスはアメリカの了解の下に 8月初日にポγ ドの交換性再停止を行い，

それ以降為替管理令を改正したりまた英連邦蔵相会議を招集してドル・プール

制の再建を行ったりして封鎖的通貨圏ス地域の再構築に全力を挙げると共に，

園内では「耐乏計画」を主軸に菌民殊に労働者階級の犠牲の上に危機突破を言|

るという方向を強〈打ち出している間。

だがそうした諸方策を以てしでもドル不足の第三撃をかわすことはできず，

9月から11月の聞に流出したドルは5，500万ポY ドに達Lそのベースが続けぼ金

ドル準備は半年と持たないという絶対絶命の績にまでイギリスは追い込まれて

行った。との状況下でイギリスはまたしてもアメリカに援助を要請するのであ

るが.注意すべきはこの段階でアメリカの世界政策実現のための援助方式に一

定の変化が起こ bつつあったということである。ポy ドの交換性回復の失敗は

イギリスが「衆人環視の中で恥をかかされた」酎ことを意味したばかりでな<， 

2め牧野純夫「円 ドル田ポンド」岩波新書:."1960， p. 106 
zηJ. Eaton， 0，か cit.，p. 23 
28) I世界週報1時事通信社，第却巻の諸号車照。
29) R. F. Haπod， The Po脚 d 品erling/Essays in Intecn副 iUllalFinance， No. 13. Feb. 1952. 

邦訳「ポソド・スタ リlング」実業之日本社:.1953， p. 38 
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アメリカの世界政策早期実現の野望の挫折を示す事柄でもあり，それは折柄の

冷戦とそれに対する自由世界の政治力経済力の強化。必要とも相まってアメリ

カにマーシャノレ援助の構想を抱かせることになったのであるが，その事情がそ

のままで何故にアメリカがイギリスのス地域再建を容認したのかをも雄弁に物

語っていると土は周知の通りである問。

イギリスがマーシャノレ援助に有り付いたのは48年 4月からのことであるが，

そこに至る道程でイギリスの財政自主権に大きな制約が持ち込まれたことをま

ず確認しておこう。イギリスはポY ドの交換性再停止以降，従来の赤字財政路

線を放棄し財政引き締めによるディス・インフレの実現に努めることを余儀な

くされている。それは交換性回復の中で明らかになったポY ドの脆弱性に対す

毛驚博から呼び起こされた方向転換であったが，当時既に日程に上りつつあっ

たマ--.;/ャノレ援助の先決条件に均衡財政とインプレーショ γの収束が求められ

たという事情がそう Lたイギリスの転換を外から強制しまたその方向の定着化

を結果したことは間違いないへ前項に見たように，ヰギリスは赤字公債並び

にアメリカ等の援助に依存して高水準の財政活動を維持してきたのであるが，

今や援肪もなく赤字公債も発行できずイギリスとしては増税でカバーできない

赤字部分は歳出削減の形で消滅させるしかない乙とになってしまった。それま

で最大限にまで膨脹させられていた財政はその故にそれだけドヲスチックな縮

小を強いられることになり， ζの段階で海外政府支出，各種補給金，社会保障

費等が次々に削減されている。また固有化経費等の捻出も極度に困難となり，

全体止してイギリスの戦争直後の財政に対する期待はここで粉徴塵に砕かれて

しまったのだと言えるの E何回micSuruey for 1948の冒頭に「援助が来るの

か来ないのか 。もしアメリカの援助が来なければ我々は消費と雇用を削減

し拡充計画の多くを放棄しなければならなくなる」という言葉があるが，この

中にドル不足に悩むイギリスの苦悩を見ると共に，許容される財政規模の狭小

30) 池田建「国際金融協力論」錦正社， 1968，第2章第5節.
31) 時子山常三郎編，前掲書， pp. 133-34 
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さからくる各種政策の実行困難を打開するためのアメりカの援助への渇望をも

看取することができょう。

だが，マージャノレ援助はイギりスのドノレ不足についてはこれを緩和するのに

絶大な効果を挙げたものの，その財政規模拡大の要求には実質上何ら応えるも

のではなかったのイギりスは同援助開始後も依然均衡財政を維持しなければな

らなかったし見返り資金はポン下債務返済に充当することをアメリカから要求

され，従って財政面で実際に使用できる資金には殆ど変化がなしアメリカの援

助に寄り掛かつて生産活動促進や資源開発等を達成して行ζ うというイギリ λ

の意図は完全に外れてしまった釦。そればかりではない。マーシャル援助の「ひ

も」によってイギり旦の経済政策全般がアメリカの監督下に置かれることにな

り汽 それに応じて財政自主権への侵害も一段と進行することにな勺た。即ち，

それまでは単に赤字財政を行ってはならないという外枠をはめられていただけ

であったのに，今度はその枠組の中での財政資金の使途等についてまでアメリ

カの干渉を受けるという事態が新たに生じてきたのである。それに伴って財政

を武器に鉱工業再建と国際競争力強化を実現しようというイギリ九四狙いはい

よいよ妨害される ζ とにな勺たりであるが，こうした点に関 Fるこれ以上の論

述は他の機会に譲ることにする。ただ，それが亦字財政という武器をもぎ取ら

れたイギリスがI~'十ミを失ったカニ」同然にアメリカに抵抗する力を急速に無

〈したことの必然的結果であったことだけは容易に推測されるところであろう o

(4) まとめ

以上に4年代のアメリカの三種の対英援助がそれぞれイギリスの財政自主権

を如何に侵しそのことによ勺てイギリスの背に如何なる重荷を負おせたのかを

検討してきたのであるが，今やアメリカがイギリ月の手から「財政をその上に

各種国際競争手段を開花させる土台として活用する自由」を奪い取ることを目

指し基本的にその目的を達成したことは明らかであろう。事態は三つの段階を

32) 国際決済銀行第四四年次報告「マ シャノレプランと世界経背」実業之日本社;1949， pp 313-15 

33) 嬉野満洲院前掲書， p. 103 
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追って進行じた。

第一段階は，イギリスが戦時体制確立に必要な物資を武器貸与の形で受け入

れたことに始まる。この援助によってイギリスの戦争努力の幾割かは事実上ア

メりカの財政資金に担われることになりイギリスはその分だけ国防費負担を免

れたのであるが， もとより武器貸与の範囲や額の決定権はアメリカの手にあり

イギリス財政はアメリカ財政の動きに直接的に左右されるものに変質してしま

う結果となった。この財政自主権のひび割れがイギリスの輸出能力の潰滅と戦

後のドノレ不足の激発を主導した。

第二段階は， ドル不足のただ中で平時経済への復帰資金を入手する代償にイ

ギリスが米英金融協定に示されているような形でアメリカに通貨管理権を差し

出したことによって特徴づけられている。通貨自主権を制限されたことは財政

についても規制を受ける己とになった乙とを意味するが，イギリ旦はにもかか

わらず赤字財政を強行した。それがポンドの交換性回復の失敗の重大な一因と

なった。

そして第三段階。アメりカはマ←シャノレ援坊の前提としてイギリスから赤字

財政を行う自由を奪し、さらに同援助の代償としてイギリスの財政資金の使途

にまで容嫁する権利をものにした。これ以降イギリ旦は財政手段を以て産業の

保護育成や社会保障士行おうとする場合アメリヵによってしばしば押しとどめ

られ無念の涙を流すことになる。そして，イギリ系財政はアメリカの手綱さば

きの下に NATOにふさわしい再軍備の方向へと操られていくととになる。

とうして見てみる左，米英正いう発達した資本主義国相互間にさえ財政面で

支配・従属関係が形成されていたことが明らかである。そしてそれがイギリス

の二流帝国主義国への凋落， llPちアメりカの「互角の競争者」から「忠実な弟

分」へというその地位の地すべり的傾斜の中心的契機をなしたこともまた明ら

かであろう。

第二次大戦後財政面での支配・従属関係が先進国同土の閑に或いは先進国と

後進国の聞に網の自のように張り巡らされいるが，そのことは各国で国家独占
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資本主義が確立ししかも財政がその管制塔Eいう地位をますます明らかにLて

きているところでは当然に諸国間の相互地位決定に極めて大きな力を及ぼさず

にはおかない。そして，まさにそうであるが故に援助はいよいよ被援助国の中

掘を狙う「直撃弾」としての性格を強めその破壊力を倍加しているのである。


